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○ 地方法人課税の偏在是正に当たっての都市自治体の意見の反映 

消費税率（国・地方）10％段階で法人住民税法人税割の交付税原資

化を更に進めるに当たっては、都市自治体の意見を十分に踏まえるこ

と。企業誘致や地域の産業経済活性化のための様々な施策を通じて税

源涵養を図っている都市自治体の努力が損なわれることのないよう十

分配慮すること。 
法人住民税法人税割の交付税原資化については、地方消費税率の引

上げに伴う地方団体間の財政力格差を是正するために創設されたもの

であり、これを地方一般財源の不足に対する確保策としないこと。 
 

○ 法人実効税率の見直しに伴う代替財源の確保 

国・地方を通じた法人関係税収は、都市自治体の行政サービスを支

える上で重要な財源となっており、更に法人実効税率を引き下げるに

当たっては、恒久減税による減収には恒久財源で補てんするなどによ

り、地方の財政運営に支障が生じることのないよう必要な税財源措置

を講じること。 
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